
 

省令別記様式第２（第１６条関係） 
 
 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

 都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。 

 
  年  月  日 

  
東広島市長 様 
 

許可申請者 住 所           

氏 名           

※手数料欄 

開

発

行

為

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 

 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 

 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日     年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日     年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、 
自己の業務の用に供するもの、 
そ の 他 の も の の 別 

 

８ 
法 第 ３ ４ 条 の 該 当 号 
及 び 該 当 す る 理 由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項 

 

※ 受   付   番   号     年  月  日     第     号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件 
 

※ 許 可 番 号     年  月  日 指令東広  第   号 

 
備考１ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第3条第1項の宅地造成工事規制区域内においては、本

許可を受けることにより、同法第8条第1項本文の宅地造成に関する工事の許可が不要となります。 
２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第1項の特定開発行為は、本許可

を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 
３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏

名を記載すること。 
  ４ ※印のある欄は記載しないこと。 

５ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において
行われる場合に記載すること。 

６ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、
認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 

 



 

省令別記様式第２の２（第１６条関係） 
 
 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

 都市計画法第２９条第２項の規定により、開発行為の許可を申請します 

 
  年  月  日 

  
東広島市長 様 
 

許可申請者 住 所           

氏 名           

※手数料欄 

開

発

行

為

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 

 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 

 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日     年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日     年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、 
自己の業務の用に供するもの、 
そ の 他 の も の の 別 

 

８ そ の 他 必 要 な 事 項 

 

※ 受   付   番   号     年  月  日     第     号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件 
 

※ 許 可 番 号     年  月  日 指令東広  第   号 

 
備考１ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第3条第1項の宅地造成工事規制区域内においては、本

許可を受けることにより、同法第8条第1項本文の宅地造成に関する工事の許可が不要となります。 
２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第1項の特定開発行為は、本許可

を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 
３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏

名を記載すること。 
４ ※印のある欄は記載しないこと。    
５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、

認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 



 

省令別記様式第３（第１６条関係） 
 
 

資 金 計 画 書 

１ 収支計画                                （単位：千円） 

科   目 金   額 

 
 

 
 

 
 

収 
 
 

入 

処 分 収 入  

宅地処分収入  

  

補 助 負 担 金  

  

自 己 資 金  

  

     計  

支
 
 
 
出 

用 地 費  

工 事 費  

整地工事費  

   道路工事費  

   排水施設工事費  

   給水施設工事費  

   擁壁工事費  

  

附 帯 工 事 費  

事 務 費  

借 入 金 利 息  

  

     計  



 

 

２ 年度別資金計画                           （単位：千円） 

科   目    年度    年度    年度 計 

 
 

 
 

 
 

支 
 

出 

事 業 費     

  用地費     

  工事費     

 附帯工事費     

  事務費     

  借入金利息     

     

借 入 償 還 金     

     

   計     

収
 
 
入 

自 己 資 金     

借 入 金     

          

処 分 収 入     

  宅地処分収入     

     

補 助 負 担 金     

     

     

計     

借入金の借入先     



 

省令別記様式第４（第２９条関係） 
 
 

工 事 完 了 届 出 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

届出者  住 所            

氏 名            

 

  都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号  年  月  日 

 第    号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日         年   月   日 

 

 

２ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

※ 受 付 番 号     年  月  日 指令東広開指（開宅）第  号 

※ 検 査 年 月 日   年  月  日 

※ 検 査 結 果 合      否 

※ 検査済証番号   年  月  日 指令東広 第     号 

※ 工事完了公告年月日   年  月  日  

 
 
備考 1 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 
    
   2 ※印のある欄は記載しないこと。 



 

省令別記様式第５（第２９条関係） 
 
 

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

届出者  住 所            

氏 名            

 

  都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号  年  月  日 

 第    号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 
記 

 
 

１ 工事完了年月日                    年   月   日 

 

 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

３ 工事を完了した公共施設 

 

 

※ 受 付 番 号   年  月  日 指令東広 第     号 

※ 検 査 年 月 日   年  月  日 

※ 検 査 結 果 合      否 

※ 検査済証番号   年  月  日 指令東広 第     号 

※ 工事完了公告年月日   年  月  日  

 
 
備考 1 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 
 
   2 ※印のある欄は記載しないこと。 



 

省令別記様式第８号（第３２条関係） 
 

 
開発行為に関する工事の廃止の届出書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

届出者  住 所            

氏 名            

 

 

   都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号  年  月  日 

  第    号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 
 
 
記 

 
 

１ 開発行為に関する工事を廃止した年月日       年   月   日 

 

 

２ 開発行為に関する工事の廃止に係わる地域の名称 

 

 

３ 開発行為に関する工事の廃止に係わる地域の面積 

 

 

 

備考  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を 

記載すること。 

    



 

別記様式第１号（第２条関係） 
 

（第１用紙）   

設 計 説 明 書 

開発区域に含まれる

地域の名称 

 
開発者名 

 

設計者名 
 

設 
 
 

 
 

 

計 
 

 
 

 
 

の 
 

 
 

 
 

方 
 

 
 

 
 

針 

開発の目的 

基 
 
 

 

本 
 

 
 

的 
 

 
 

事 
 
 

 

項 

１ 計画戸数及び人口 

２ 進入道路及び主要な道路計画 

３ 汚水処理計画及び流末排水計画 

４ 給水計画 

５ 消防水利計画 

６ 公園、緑地及び広場計画 

７ 公益的施設計画 

８ 地盤改良等計画 

９ その他 

工

区

計

画 

工 区 名 面 積 着手 予定年月 日 完 了 予 定 年 月 日 

 
㎡   年 月 日   年 月 日 

 
㎡   年 月 日   年 月 日 

 
㎡   年 月 日   年 月 日 

備

考 

 

 



 

 
 

（第２用紙）   

土 地 の 利 用 概 要 街 区 の 設 計 計 画 

利 用 区 分 

現 況 計 画 
街 区 

番 号 

宅 地 

区 画 数 

面 積 

（㎡） 

予 定 建 築 物 等 

用 途 構 造 規 模 

面 積 
（㎡） 

比 率 
（％） 

面 積 
（㎡） 

比 率 
（％） 

    

住 宅 地         

そ の 他 の 宅 地         

農

地 

田         

畑         

そ の 他         

小 計         

山

林 

保 安 林         

そ の 他         

小 計         

公 

共 

施 

設 

用 

地 

道

路 

団 地 内         

団 地 外         

小 計         

排

水

施

設 

河 川         

水 路         

下 水 道         

遊 水 地         

小 計         

公

園

等 
公 園         

緑 地         

広 場         

小 計         

貯 水 施 設         

公

益

的

施

設

用

地 

         

         

         

         

         

         

         

合    計 
        

 



 

 
 

（第３用紙）   

公 共 施 設 の 整 備 計 画 

公
園
・
緑
地
・
広
場 

施 設 区 分 面 積 （ ㎡ ） 主 な 施 設 予 定 管 理 者 
土 地 の予定
帰 属 先 

     

     

     

     

道 
 
 

 
 

 

路 

幅 員 別（ｍ） 延 長 （ ｍ ） 路 面 構 造 側 溝 形 状 予 定 管 理 者 
土 地 の予定
帰 属 先 

      

      

      

      

排 
 

水 
 

施 
 

設 

系 統 別 形 状 
幅 員 
（ ｍ ）

深 さ 
（ ｍ ） 流 末 処 理 予 定 管 理 者 

土 地 の予定
帰 属 先 

       

       

       

       

消

防

水

利 

防火対象物から水利点までの距離    （ｍ） 

予
定
管
理
者 

 
土
地
の
予
定
帰
属
先 

 

最高地盤面から水利点までの落差    （ｍ） 

      （ｍ） （ｍ）  （ｍ） （ｍ3） 

貯水槽  縦  ×横  ×深さ  ＝ 

 注 １ 第１用紙の「開発の目的」の欄には、自己の住宅用地、分譲宅地、建売住宅付分譲宅地、

一括譲渡地、自己の工場用地、自己の店舗等の区別を明示して記入すること。 

   ２ 第１用紙の「備考」の欄には、市街化区域、市街化調整区域の区分を明示し、更に地域地

区等が定められている場合は、それも記入すること。 



 

（表 面） 

 
 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の概要 

（第４用紙）  

１ 工 事 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  □ 資格の要件 

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 
土地の所在地及び地番 

土地の代表地点の緯度経度 

 
    （緯度：   度   分   秒 
     経度：   度   分   秒）     

５ 造成等を行う土地の面積 ㎡ 

６ 工事着手前の土地利用状況  

７ 工事完了後の土地利用  

８ 盛 土 の 種 別 平地型・腹付け型・谷埋め型 

９ 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

 ア 盛土又は切土の高さ ｍ 

 
イ 

盛土又は切土をする 

土 地 の 面 積 
㎡ 

 ウ 盛土又は切土の土量 
切 土 ㎥ 

 
盛 土 ㎥ 

 

エ 擁 壁 

番 号 構 造 高さ（ｍ） 延長（ｍ） 

 
  

  

 
    

 
    

 

オ 崖面崩壊防止施設 

番 号 構 造 高さ（ｍ） 延長（ｍ） 

 
  

  
     

工

事

の

概

要 

    

カ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内法寸法（cm） 延長（ｍ） 

  
  

    

    

キ 崖面の保護の方法  

ク 
崖面以外の地表面の 

保 護 の 方 法 
 

ケ 
工事中の危害防止の

た め の 措 置 
 

コ そ の 他 の 措 置  

サ 工事着手予定年月日 年  月  日 

シ 工事完了予定年月日 年  月  日 

ス 工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項 
 

 

10 



 

（裏 面） 

 

注 １ 第１用紙の「開発の目的」の欄には、自己の住宅用地、分譲住宅、建売住宅付分譲住宅、一

括譲渡地、自己の工場用地、自己の店舗等の区分を明示して記入すること。  ２ 第１用紙

の「備考」の欄には、市街化区域、市街化調整区域の区分を明示し、地域地区等が定められて

いる場合には、その旨を記入すること。 

  ３ 第４用紙は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の規制を受ける

場合に限り、記入すること。 

  ４ 工事主が法人である場合には、第４用紙の１の欄に当該法人の名称、住所及び代表者の氏名

並びに当該法人の役員の住所及び氏名を記入すること。 

  ５ 設計者が法人である場合にあっては第４用紙の２の欄に、工事施行者が法人である場合にあ

っては第４用紙の３の欄に、当該法人の名称、住所及び代表者の氏名を記入すること。 

  ６ 許可を受けようとする開発行為に関する工事に資格を有する者の設計によらなければならな

いもの（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第２１条各号又は

第３１条第１号に掲げるものをいう。）を含む場合には、第４用紙の２の欄の□に✓を付すこ

と。 

  ７ 第４用紙の４の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第

一位まで記入すること。 

  ８ 第４用紙の８の欄は、該当する盛土の類型全てに〇印を付すこと。 

  ９ 第４用紙の９の欄は、許可を受けようとする開発行為に関する工事を行う土地が渓流等（宅

地造成及び特定盛土等規制法施行令第７条第２項第２号に規定する土地をいう。）に該当する

かどうかについて、有無のいずれかに〇印を付すこと。 

  １０ 許可を受けようとする開発行為に関する工事を施行することについて他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その許可、認可等の手続の状況を第４用紙の１１の欄に記入す

ること。 

 



 

別記様式第２号（第３条関係） 
 
 

開発行為に関係がある公共施設の管理者の同意書 

  年  月  日   

（開発許可申請者） 

             様 

（管理者）        

 ○印    

  都市計画法第３２条の規定により、別紙図面に示す区域において行われる開発行為について、関

係がある公共施設の管理者として、次のとおり同意します。 

番 号 施 設 名 施設の所有者 
当 該 施 設の敷
地 の 所 有 者 付  記  事  項 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 注 添付図面は、現況図に関係施設ごとに上表との対照番号を記入すること。 

 



 

別記様式第３号（第３条関係） 
 
 

開発行為又は開発行為に関する工事により設置される 

公共施設の管理等に関する協議書 

  年  月  日   

（開発許可申請者）         

 ○印    

（予 定 管 理 者       ）         

 ○印    

  別紙図面に示す開発計画により設置される公共施設の管理等について、都市計画法第３２条の規

定により協議した結果、次のとおり合意した。 

番 号 施 設 名 規 模 ・ 構 造 施設の管理者 土 地 の 帰 属 先 備 考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 注 添付図面は、施設の位置を番号で明示した土地利用計画図とする。 

 



 

別記様式第４号（第３号関係） 

 

 
開 発 行 為 施 行 同 意 書 

  年  月  日   

                 開発許可申請者 住 所            

                         氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  上記の者が都市計画法に基づく許可を受けて開発行為を施行し、又は開発行為に関する工事を施

行することについて、次のとおり同意します。 

物件の 
種 別 

物件の所在 

及 び 地 番 

地目 又 は 
工作 物 の 
種 類 

地 積 又 は 
工作物の規 
模、用途等 

権 利 の 

種 類 

同 意 

年 月 日 

権利者の住所 
及び氏名又は 
名 称 

印 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 注 １ 「物件の種別」の欄には、土地又は工作物のいずれかに該当するものを記入すること。 

   ２ 「権利の種類」の欄には、所有権、賃借権、地上権、抵当権等の種類を記入すること。 

   ３ 「印」の欄には、印鑑証明書の印鑑と同一のものを押印すること。 



 

別記様式第５号（第３条関係） 
 
 

設 計 者 経 歴 書 

  年  月  日   

設計者氏名              

   次のとおり相違ありません。 

氏 名 ・ 生 年 月 日  
大 正 
昭 和 
平 成 

年  月  日 

現 住 所  

勤 務 先 の 名 称 
所 在 地 電話番号（        ） 

最 終 学 歴     年  月 
大学 
学校 

学部    学科卒業 

資 格 ・ 免 許 等 

一級建築士            年  月  日 取得 
技 術 士            年  月  日 取得 
都市計画法施行規則 

 第19条第１号ト該当       年  月  日 
 第19条第２号 該当       年  月  日 

実
務
経
歴 

勤務先の名称 職務内容 期 間 期間合計 

  年 月から 年 月まで( 年 月) 

年 

月 

  年 月から 年 月まで( 年 月) 

  年 月から 年 月まで( 年 月) 

  年 月から 年 月まで( 年 月) 

  年 月から 年 月まで( 年 月) 

設
計
履
歴 

宅地開発者名 工事施行者名 工事場所 工事面積(㎡) 許認可の年月日、番号等 

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 注 「実務経歴」及び「設計履歴」の欄は、最近のものから順次記入すること。 



 

別記様式第６号（第５条関係） 
 

（表 面） 

既 存 の 権 利 者 の 届 出 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

届出者 住所                 

氏名                 

     法人の場合は、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名 

  都市計画法第３４条第１３号に規定する権利を有することについて、次のとおり届け出ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ 「※」印の欄には、記入しないこと。 

   ２ 記入に当たっては、裏面を参照すること。 

届 出 者 の 職 業 
法人にあっては
その業務内容 

 

土地の所在、地番、

地 目 及 び 地 積 
 

権利を有していた目的  

権 利 の 種 類  

権 利 の 内 容  

権利を取得した年月日  

農地転用許可年月日
及 び 許 可 条 件 

 

※  受 理 通 知 欄  



 

 
 

（裏 面） 

 

 １ この届出書は、市街化調整区域が決定され、又はその区域が拡張された日から起算して６月以

内に提出してください。 

 ２ 農地法（昭和27年法律第229号）による農地転用についての許可を必要とするものにあっては、

市街化調整区域が決定され、又は拡張された日前に許可を受けていなければなりません。 

 ３ 都市計画法第34条第13号の「自己の居住用に供する建築物」とは、自らの生活の本拠として使

用するものに限られます。 

 ４ 都市計画法第34条第13号の「自己の業務の用に供する建築物」とは、その建築物内において継

続的に自己の業務に係る経済活動が行われるものをいい、住宅はこれに含まれません。 

 ５ 都市計画法第34条第13号の「自己の業務の用に供する第一種特定工作物」とは、自己の業務に

係る経済活動が継続的に行われるコンクリートプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたら

すおそれがある工作物で都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）第１条第１項に規定するも

のをいいます。 

 ６ 「権利を有していた目的」欄には、「自己の居住用」又は「自己の業務用」の別を記入し、業務

用の場合は、業務内容をできるだけ具体的に記入してください。 

 ７ 「権利の種類」欄には、所有権、地上権、賃借権及び使用貸借権の区分を記入してください。 

 ８ 「権利の内容」欄には、契約の相手方、権利の期間等を記入してください。 



 

別記様式第９号（第７条関係） 
 
 
 

100cm  

開 発 行 為 許 可 標 識              

 80cm 

開 発 許 可 年 月 日

及 び 番 号 
  年  月  日 指令東広 第  号 

開発区域の地域の名称 
 

許 可 を 受 け た 者

の 住 所 及 び 氏 名 （電話番号    ） 

工 事 施 行 者 の

住 所 及 び 氏 名 （電話番号    ） 

設 計 者 の 住 所

及 び 氏 名 

 

開 発 区 域 の 面 積 

 
現場管理者

氏 名 

 

工 事 期 間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 

    

ＧＬ  

 100cm 



 

別記様式第１０号（第８条関係） 
 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 

 都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請

します。 
  年  月  日 

 東広島市長 様 

許可申請者 住 所           

氏 名           

※手数料欄 

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

４ 設 計 
 

５ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

６ 工事着手及び完了予定年月日      年   月   日  ～       年   月   日 

７ 
自己の居住又は業務の用に供す
るものか否かの別 

 

８ 法第34条の該当する号及び理由 
 

９ 資 金 計 画 
 

10 そ の 他 必 要 な 事 項 
 

開 発 許 可 （ 当 初 ） の 許 可 番 号 
   年   月   日 

指令東広 第      号 

※ 受   付   番   号    年  月  日 第        号 

※ 変 更 許 可 に 付 し た 条 件              
 

※ 変 更 許 可 番 号                 年   月   日 
指令東広 第      号 

 注 １ 「※」印の欄には、記入しないこと。 

   ２ 「開発区域の面積」の欄は、平方メートルを単位とし、少数点以下第２位まで記載するこ

と。 

   ３ 「設計」の欄には、設計変更の主な内容を記載すること。 

   ４ 「法第34条の該当する号及び理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域

内において行われる場合に記載すること。 

   ５ 「資金計画」の欄には、変更の有無を記載すること。 

   ６ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法、森林法そ

の他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

   ７ 開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び変更後の内容を対

照させて記載すること。 



 

別記様式１１号（第８号関係） 
 
 

開 発 行 為 変 更 概 要 書 

許 可 を 受 け た 者の

住 所 及 び 氏 名 

 

設計者の住所及び氏名 

 

開発許可年月日及び番号   年  月  日 指令東広 第      号 

変 
 

更 
 

理 
 

由 

 

変 

更 

事 

項 

概 

要 

変更前の面積 ㎡ 変更後の面積 ㎡ 

 

 



 

別記様式第１２号（第９条関係） 
 
 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

                  届出者  住 所            

                       氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  都市計画法第３５条の２第３項の規定により、開発行為の変更について次のとおり届け出ます。 

 
１ 開発許可年月日

  及 び 番 号
      年  月  日 指令東広 第      号 

 
２ 開発区域に含ま

  れる地域の名称
 

 ３ 変 更 内 容 

事 項 変 更 前 変 更 後 

   

 ４ 変 更 理 由 

 注 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
 



 

別記様式第１３号（第１０条関係） 
 
 

住 所 等 変 更 届 出 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

                   届出者  住 所            

                        氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  開発行為を受けた者の 
住 所
氏 名

 を次のとおり変更しましたので、東広島市都市計画法施行細則

第１０条の規定により届け出ます。 

開 発 許 可 年 月 日

及 び 番 号 
  年  月  日 指令東広 第     号 

新 

 

旧 

 

 注 不用の文字は、消すこと。 



 

別記様式第１４号（第１１条関係）  
 
 
 

工 事 着 手 届 出 書 

  年  月  日   

    

東広島市長 様 

                    届出者  住 所            

                         氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

    

次のとおり開発行為に関する工事に着手しました。 

開 発 許 可 年 月 日 

及 び 番 号 
    年  月  日 指令東広 第     号 

開 発 区 域 の 

地 域 の 名 称 

 

着 手 年 月 日     年  月  日 

 



 

別記様式第１５号（第１２条関係） 
 
 

工 事 の 中 間 施 行 状 況 報 告 書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

住所              

氏名              

  開発行為に関する工事の中間施行状況について、東広島市都市計画法施行細則第１２条の規定に

より、次のとおり報告します。 

 

許可年月日及び番号   年  月  日 指令東広開指（開宅）第  号 

造成主住所及び氏名  

造 成 地 の 所 在  

報 告 事 項 

１ 擁壁の床掘り完了 

２ 鉄筋コンクリート擁壁の基礎配筋完了 

３ 地下埋設の集水管、暗
きょ

渠、管
きょ

渠等配置完了 

 

 注 「報告事項」の欄は、該当する項目番号を○で囲むこと。 



 

別記様式第１６号（第１３条関係） 
 
 

開発工事完了公告前の建築又は建設承認申請書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

                   申請者  住 所            

                        氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  次のとおり都市計画法第３７条第１号の規定による建築又は建設の承認をしてください。 

開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号   年  月  日 指令東広 第   号 

開 発 許 可 を 受 け た 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

建築又は建設しようとする土

地 の 所 在 、 地 番 及 び 面 積 

 

開発許可の内容による予定建築物

又 は 予 定 特 定 工 作 物 の 種 類 

 

建築しようとする建築物又は特定

工 作 物 の 種 類 及 び 数 

 

開発行為の完了公告前に建築又は

建 設 を 必 要 と す る 理 由 

 

※ 受 付 

 

※ 承認欄 

 

 

 注 「※」印の欄には、記入しないこと。 



 

別記様式第１７条（第１５条関係） 
 
 

建築物の形態制限区域内における建築許可申請書 
 
 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

 

                     申請者  住 所            

氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

   

次のとおり都市計画法第４１条第２項の規定による制限外の建築の許可をしてください。 

開発許可年月日及び番号   年  月  日 指令東広 第   号 

建築しようとする土地の所

在 、 地 番 及 び 面 積 

 

開発許可の内容による予

定 建 築 物 の 種 類 

 

制 限 外 の 建 築 を必

要 と す る 理 由 

 

※ 受   付 

 

※ 許 可 欄 

 

 

 注 「※」印の欄には、記入しないこと。 



 

別記様式第１８号（第１６条関係） 
 

予定建築物等以外の建築物又は特定工作物の 

建築等許可申請書 

  年  月  日   

   東広島市長 様  

                   申請者  住 所            

                        氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  次のとおり都市計画法第４２条第１項の規定による許可をしてください。 

開発許可年月日及び番号   年  月  日  指令東広  第  号 

開発工事完了公告年月日   年  月  日 

土 地 の 所 在 及 び 地 番 

 

開発 許 可 の内 容 によ る 
予 定 建 築 物 又 は 
予 定 特 定 工作物 の種類 

 

申 請 区 分 ①  新 築 ② 改 築 ③ 用途の変更 ④ 新 設 

予定建築物等以外の建築物 

又 は 特 定 工作物 の種類 

 

建築等を必要とする理由 

 

※ 受   付 

 

※ 許 可 欄 

 

 注 １ 「申請区分」の欄は、該当のものを○で囲むこと。 

   ２ 「※」印の欄には、記入しないこと。 



 

別記様式第２１号（第１９条関係） 
 
 

開発許可又は建築等許可に基づく地位承継届出書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

                    届出者  住 所            

                         氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  都市計画法第４４条の規定により、次のとおり許可を受けた者の許可に基づく地位を承継しまし

た。 

承 継 の 内 容 

  

法第２９条の開発許可 

 法第４３条第１項の  
建 築 物
第一種特定
工 作 物

 の 

新 築
改 築
用途の変更
新 設

  の許可 

許可年月日及び番号   年  月  日 指令東広 第     号 

土地の所在及び地番 

 

被 承 継 人 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

承 継 し た 年 月 日    年   月   日 

承 継 の 原 因 

 

 注 １ 不用の文字は、消すこと。 

   ２ 法人の場合は法人の登記事項証明書を、個人の場合は戸籍謄本を添付すること。 



 

別記様式第２２号（第２０条関係） 
 
 

開発許可に基づく地位承継承認申請書 

  年  月  日   

   東広島市長 様 

                    申請者  住 所            

                         氏 名            

(法人の場合は、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名)   

  都市計画法第４５条の規定により、次のとおり開発許可に基づく地位を承継したいので、承認し

てください。 

開 発 許 可 年 月 日 

及 び 番 号 
  年  月  日 指令東広 第     号 

開 発 許 可 を 受 け た 

土地の所在及び地番 

 

被 承 継 人 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

権原を取得した年月日   年  月  日 

承 継 の 原 因 
 

 

※ 受      付 
 

※ 承認時の付記事項 
 

※ 承   認   欄 
 

 注 「※」印の欄には、記入しないこと。 



 

別記様式第２３号（第２１条関係） 
 
 

都市計画事業地内建築等許可申請書 

   年  月  日   

   東広島市長 様 

申請者 住所                 

氏名                 

     法人の場合は、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

  次のとおり都市計画法第６５条第１項の規定による建築等の許可をしてください。 

行 為 地  都市計画事業 

行為の種類

及 び 内 容 

土地の形

質の変更 

面 積  

のりの高さ  

そ の 他  

建築物の

建 築 

用 途  

構 造  

規 模 
高 さ  敷地面積  

建築面積  延べ面積  

建築の種別  

そ の 他  

工作物の

建 設 

工作物の種類  

構 造  

規 模 
高 さ  長 さ  

面 積    

建設の種別  

そ の 他  

移動容易

でない物

件の設置

又は堆積 

物件の種類  

重 量  

大 き さ  

そ の 他  

目 的  

行為着手完
了予定期日 

着 手     年  月  日 完 了     年  月  日 

  

注 「建築物の建築」の欄の「建築の種別」には、新築、改築、増築又は移転の別を、「工作物の建

設」の欄の「建設の種別」には、新築、改築、増築又は移転の別を記入すること。 



 

 

 
申請取下届出書 

  年  月  日   

    東広島市長 様 

住 所              

氏 名              

法人の場合は、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名
  

    次の申請は、都合により取り下げます。 

申 請 の 種 類 都市計画法第２９条に基づく開発行為許可申請 

 
申請者の住所、氏名 

届出者と同一で 
ない場合に記載 
してください。 

※ 

申請地の所在、地番 

 

申 請 に 係 る 予 定 
建 築 物 の 用 途  

申請の取下げ理由  

※申請者と届出者が異なる場合は、届出の権限を証する書類を添付してください。 



 

 

暴力団等に該当しない旨の誓約書 
 

 

私（当法人・当組合を含む。）は、都市計画法に基づく開発許可申請を行うに当たって、次の事項

について誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、

異議は一切申し立てません。 

 また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

 

１ 私（当法人・当組合を含む。役職・氏名等は次表のとおり。）は次の（1）から（4）のいずれにも

該当しません。 

役職 氏名
フリガナ

 性別 生年月日 住所 

     

     

     

     

  ※法人又は組合の場合は、役員の役職・氏名等についても記載すること。 

 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は、暴力団員でなくな

った日から５年を経過しない者。 

(3) 法人又は組合であって、その役員のうちに(2)に該当する者があるもの 

(4) 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

２ １の誓約事項に反した場合若しくは誓約が虚偽であった場合、許可取消しの措置を受けた時は、

これに異議なく応じます。 

 

 

  年  月  日 

 

東 広 島 市 長  様 

 

                   申請者 

住所   

氏名   

（法人・組合にあっては、名称及び代表者氏名） 

 



 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法に違反していない旨などの誓約書 
 

 

私（当法人・当組合を含む。）は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号。以

下「本法」という。）に基づく許可申請を行うに当たって、次の事項について誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、

異議は一切申し立てません。 

 

 

１．私（当法人・当組合を含む。）は次のいずれにも該当しません。 

(1) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(2) 本法又は本法に基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者（本法の許可の権限を有する者が必要

と認める場合は、他の法律又は当該他の法律に基づく処分の違反をした者を含む。） 

(3) 本法第 12 条、第 16 条、第 30 条又は第 35 条の許可を取り消され、その取消しの日から５年

を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分

に係る行政手続法（平成５年法律第 88 号）第 15 条の規定による通知があった日前 60 日以内

に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

(4) その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由があ

る者 

 

２．１の誓約事項に反した場合若しくは誓約が虚偽であった場合、許可取消しの措置を受けた時は、

これに異議なく応じます。 

 

 

  年  月  日 

 

 

 東 広 島 市 長 様 

 

                   申請者 

住所   

氏名   

（法人・組合にあっては、名称及び代表者氏名） 

 


